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Abstract 
The purpose of this paper is to describe the current situation and challenges concerning support for victims of 
sexual assault and violence in Japan.  The main focus is on the establishment of 37 ‘One-Stop Support 
Centers’ since 2010. These centers’ future aim is to provide urgent support for victims 24 hours a day, 365 days 
a year. This study is informed by the United Nations’ ‘Eradicating Act of Violence Against Women’, and 
domestically by both the Basic Law for Gender Equal Society and the Basic Law for Crime Victims. From 
white papers on crime, the International Crime Victims Survey (ICVS,2012), and an investigation of violence 
against woman(Gender Equality Bureau Cabinet office,2015), we can see the severe situation victims face and 
the need for psychological and mental care to facilitate both resilience and recovery. Finally, this article 
concluded that the ‘One-Stop Support Center’ for victims of sexual assault and violence is necessary to raise 
awareness and provide psychoeducation for young women, and to construct the support system for male 
victims. The One-Stop Center is expected to be a comprehensive, multidirectional and multi-layered system.  
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ン・あいち 設立されたのを皮切りに、2012年以降から全国的に展開し、2017年 2月末現在で 36都が
道府県 37ヶ所に設置された（表 1）。また、政府は全都道府県にワンストップ・センターを整備する
ために交付金（1億 6千万円）を計上した（共同通 47NEWS 2017年 1月 8日）。共同通信社の調査で
は、それによって未設置だった自治体も設置を検討しており、全都道府県に整備される見込みという
25





表 1 性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター一覧 
No. 都道府県 名 称 支援開始 
1 大阪府 性暴力救援センター・大阪 SACHICO 2010/4/1 
2 愛知県 ハートフルステーション・あいち 2010/7/26 
3 神奈川県 かながわ犯罪被害者サポートステーション 2012/2/1 
4 佐賀県 性暴力救援センター・さが さが mirai 2012/7/2 
5 北海道 性暴力被害者支援センター北海道 SACRACHさくらこ 2012/10/1 
6 岡山県 性犯罪被害者のための緊急支援ネットワーク 2013/1/28 
7 福島県 性暴力等被害救援協力機関 SACRAふくしま 2013/4/1 
8 兵庫県 性暴力被害者支援センター・ひょうご 2013/4/1 
9 和歌山県 性暴力救援センター和歌山 わかやま mine 2013/7/16 
10 福岡県 福岡市 北九州市 性暴力被害者支援センター・ふくおか 2013/7/30 
11 埼玉県 性暴力等犯罪被害専用相談電話 アイリスホットライン 2013/9/4 
12 島根県 しまね性暴力被害者支援センター さひめ 2014/1/11 
13 宮城県 性暴力被害相談支援センター宮城 けやきホットライン 2014/4/1 
14 福井県 性暴力・救済センター・ふくい ひなぎく 2014/4/1 
15 滋賀県 性暴力被害者総合ケアワンストップびわ湖 ＳＡＴＯＣＯ 2014/4/1 
16 千葉県 千葉市 千葉性暴力被害支援センター Chissatちさと 2014/7/1 
17 沖縄県 沖縄県性暴力被害者ワンストップ支援センター 沖縄 with you 2015/2/2 
18 島根県 性暴力被害者支援センター たんぽぽ 2015/3/23 
19 三重県 みえ性暴力被害者支援センター よりこ 2015/6/1 
20 熊本県 性暴力被害者のためのサポートセンター ゆあさいどくまもと 2015/6/1 
21 群馬県 群馬県性暴力被害者サポートセンター Saveぐんま 2015/6/25 
22 栃木県 とちぎ性暴力被害者サポートセンター とちエール 2015/7/1 
23 東京都 性暴力救援センター・東京 性暴力救援ダイヤル NaNa 2015/7/15 
24 京都府 京都性暴力被害者ワンストップ相談支援センター京都 SARA 2015/8/10 
25 岐阜県 ぎふ性暴力被害者支援センター 2015/10/15 
26 茨城県 性暴力被害者サポートネットワーク茨城 2015/11/4 
27 名古屋市 性暴力救援センター日赤なごや なごみ 2016/1/5 
28 新潟県 性暴力被害者支援センターにいがた 2016/2/1 
29 鹿児島県 性暴力被害者サポートネットワークかごしま FLOWER 2016/2/10 
30 大分県 おおいた性暴力救援センター すみれ 2016/4/1 
31 長崎県 性暴力被害者支援 サポートながさき 2016/4/1 
32 山形県 やまがた性暴力被害者サポートセンター 2016/4/25 




34 宮崎県 性暴力被害者支援センター さぽーとねっと宮崎  2016/7/1 
35 長野県 性暴力被害者支援センターりんどうハートながの 2016/7/27 
36 広島県 性被害ワンストップセンターひろしま  2016/11/1 
37 鳥取県 性暴力被害者支援センターとっとり 2017/1/13 
計 37ケ所（36都道府県）。「犯罪被害者等のための総合的支援に関する実証的調査研究」報告書 内閣府男女共同参画局（平
成 28年 3月）、「性暴力被害者支援情報サイトぱーぷるラボ」（2016年 2月 28日取得）、各団体ホームぺージを参考に作成
















へと引き継がれ、2008 年、国連事務総長による「女性に対する暴力撤廃キャンペーン(United End 
Violence Against Women)」へと展開された。このキャンペーンの５大目標の一つに、2015年までに国
際人権基準に則った女性に対する暴力を処罰するための国内法の整備があげられた。国際連合女性の
地位向上部（DAW: Divisioin for the Advancement of Women）は法整備の実現に向けて専門家会議を招
聘し、その報告にもとづいて、「女性への暴力防止・法整備のための国連ハンドブック」（以下、ハ






















①24時間無料相談  ②他のサービス提供者につなぐための全国ホットライン 
 
③緊急宿泊所 ④カウンセリング ⑤長期滞在場所を探す支援 ⑥人口 1万人あたり 1か所のシェルター 
 
⑦法的アドバイスや支援、長期的支援、特定の女性(移民、人身売買、職場でのセクハラ等の被害者)への専門的 
支援、積極的支援および危機介入、女性人口 5万人あたり 1か所の女性の権利・擁護・カウンセリングセンター 
 






































法的根拠は「男女共同参画社会基本法（平成 11年 6月 23日公布・施行）」である。男女共同参画
社会の実現に向けて、平成 12年 12月に第 1次男女共同参画基本計画が策定されて以来、現在は第 4













犯罪被害者等基本法（平成 16 年法律第 161 号）は平成 16 年 12 月 1 日、秋の臨時国会において議



















援団体、弁護士ら 7名が含まれたことを指摘しておく（注 3）。 






















機 能 ① 支援のコーディネート・相談 
  ② 産婦人科医療（救急医療・継続的な医療・証拠採取等） 





  これ以外の相談、男性に対しては、相談、情報提供、紹介先などを用意しておくことが望ましい。 
形 態 ① 病院拠点型 
 


























支援の一層の 充実のために～」 （内閣府被害者等施策推進室 平成 24年 3月）より作成 






















































  表４ 刑法第 2編第 22章  わいせつ・強姦等・親告罪 









第 178条 1 
人の心神喪失若しくは抗拒不能に乗じ、又は心神を喪失させ、若しくは抗拒不
能にさせて、わいせつな行為をした者は、第 176条の例による。 
  2 
女子の心神喪失若しくは抗拒不能に乗じ、又は心神を喪失させ、若しくは抗拒
不能にさせて、姦淫した者は、前条の例による。 




第 180条 1 
第 176条から第 178条までの罪及びこれらの罪の未遂罪は、告訴がなければ公
訴を提起することができない。 













 法務省では実状にあった対処を検討するため、性犯罪の罰則に関する検討会（平成 26年 10月～平






いる段階である（毎日新聞：平成 29年 3月 7日）。 
 
４. 性犯罪・暴力被害者の実態 





から性犯罪・性暴力の現状について見ていく。窃盗を除く刑法犯の認知件数は、平成 16年に 58万 1,463
件と戦後最多を記録した後、減少に転じ、平成 27年には 29万 1409件となった。発生率（人口 10万
人当たりの比率）においても同様の傾向が見られ、刑法全体では 864.6（前年比 89.6pt 減）、窃盗を
除く刑法犯では 229.3（前年比 18.9pt減）となった。我が国の検挙率は戦後も 8～9割と高率を誇って
いたが、窃盗を除く刑法犯において、平成 12年から急低下し、平成 16年には戦後最低の 37.8％まで
落ち込み、その後は緩やかに上昇し平成 27年には 45.1％まで回復した。 
 強姦および強制わいせつ犯罪は、平成 9 年から増加傾向にあり、平成 15 年に 2,472 件（発生率
3.8）を記録した後、減少に転じ、平成 27 年には 1,167 件（発生率 0.9）となった。「強制わいせつ」
については被害者の性別で分けて見ていく。女性の被害は、増加傾向にあった平成 15年には 9,729件
（発生率 14.9）、男性の被害は 300 件（発生率 0.5）となり合計 1 万 29 件であった。平成 21 年まで
は減少し傾向にあったが、その後、微増減をし、平成 27 年には女性 6,596 件（発生率 10.1）、男性
159件（発生率 0.3）合計 6,755件（発生率 5.3）となり、発生率では女性は 0.9pt減、男性は変化なし
である。表 5に全国と長野県の認知件数・発生等を示す。 
検挙率をみると、「強姦」は平成 27年に 95.5％（前年比 7.5pt増）、「強制わいせつ」は 61.1％（前 
年度比 3.0pt上昇）であった。ちなみに「殺人」の認知件数は平成 16年から減少傾向にあり、平成 27








一方、検察庁での起訴率は「強姦」は平成 24年 50.3％、25年 43.5％、26年 37.2％と減少傾向にあ
り、起訴率が 72.3％と最高値だった平成 10 年と比べると、約半分に減ったことになる。「強制わい
せつ」の起訴率は平成 26年が 45.8％である。「強制わいせつ」の起訴率がこの 20年で最も高率だっ
たのは平成 12 年の 60.5％であった（平成 27 年版犯罪白書）。一般刑法犯の全起訴率は昭和 62 年ま
では 8割以上を維持していたが、徐々に低下し平成 19年には 4割を切り、平成 26年は 32.8％である。
平均起訴率と比べると強姦は 4.4pt上回り、強制わいせつに至っては 13ptも高い。 
ちなみに司法統計年報（平成 26 年度）では、刑法第 2 編第 22 章（わいせつ、姦淫及び重婚の罪）
に関する罪名で、地方裁判所の終局総人員 1,695人中、有罪となったのは 1,631人（96.2％）（有期懲
役 1,617 人、罰金 14 人）、無罪 13 人（0.8％）、公訴棄却 5 人、移送その他 46 人であった。懲役刑














被害は 5 歳以下から 70 歳以上のすべての年齢層に被害が生じており、最も被害が多いのは、13～19
歳、次いで 20～24歳である。強制わいせつにおいては、男子の場合、年齢は 6～12歳に最も集中して
表 5 全国と長野県の犯罪種別認知件数・発生率・検挙率（平成 27年） 
全 国 長野県 
犯罪種 認知件数 発生率 前年度比 検挙率 起訴率 認知件数 検挙件数 検挙率 
刑法全体 1,098,969 864.6 -89.6 32.5% 32.80% 11502 4461 38.80% 
窃盗を除く刑法犯 291,409 229.3 -18.9 45.1% ‐ ‐ ‐ ‐ 
放 火 1,092 0.9 0 74.2% 45.70% 14 13 92.90% 
強 姦 1,167 0.9 -0.1 95.5% 45.80% 13 9 69.20% 
強制わいせつ（男女） 6,755 5.3 -0.5 61.1% 32.80% 80 47 58.80% 
（女性） 6,596 10.1 -0.9 - - ‐ ‐ ‐ 
（男性） 159 0.3 0 - - ‐ ‐ ‐ 





被害が多いのは 13～19 歳、次いで 20～24 歳に被害が集中し、6～12 歳、25 歳以上の被害も多い。5






表 6 強姦・強制わいせつの年齢別被害者数（平成 22年～平成 26年） 
① 強姦           
年次 総数 0-5 6-12 13-19 20-24 25-29 30-39 40-49 50-59 60-64 65-69 70 歳以上 
H22 1,289 - 55 492 370 177 122 44 15 5 3 6 
23 1,185 - 65 461 322 151 114 41 11 7 2 11 
24 1,240 - 76 489 342 143 114 48 16 3 2 7 
25 1,409 - 69 487 440 190 143 52 19 4 4 1 
26 1,250 3 74 429 361 176 126 55 12 4 1 9 
             
②強制わいせつ（男性）          
年次 総数 0-5 6-12 13-19 20-24 25-29 30-39 40-49 50-59 60-64 65-69 70 歳以上 
H22 161 10 78 52 12 3 2 2 2 - - - 
23 161 6 90 48 6 4 5 1 - - - 1 
24 176 6 88 45 10 12 7 7 - - - 1 
25 208 12 101 55 21 6 12 - - - 1 - 
26 214 13 114 57 12 8 8 1 1 - - - 
             
③強制わいせつ（女性）          
年次 総数 0-5 6-12 13-19 20-24 25-29 30-39 40-49 50-59 60-64 65-69 70歳以上 
H22 6,866 57 918 2,645 1,725 770 505 162 47 12 7 18 
23 6,709 57 866 2,531 1,627 798 545 202 47 12 4 20 
24 7,087 49 911 2,692 1,768 829 534 191 68 22 12 11 
25 7,446 48 955 2,779 1,820 889 622 210 76 14 10 23 
26 7,186 54 914 2,568 1,789 881 630 233 75 16 10 16 
 犯罪白書（平成 27年版）から作成。一つの事件で複数の被害者がいる場合は，主たる被害者について計上している。 
４.３ 加害者との関係 
警察庁の統計（犯罪白書平成 27 年版）では、捜査の末に検挙され「強姦」と考えられた 1,029 件
のうち、被害者が加害者（被疑者）と「面識なし」だったものは 505人（49.1％）であり、「面識あ






































施設関係者などの合算）4.3％、まったく知らない人 11.1％、その他 13.7％、無回答 0.9％であった。







30 年以上前からほぼ毎年全国規模の暗数調査がなされている（平成 24 年版犯罪白書）。国際比較の
ために統一された「国際犯罪被害実態調査（ICVS:Internation Crime Victims Survery）」は、日本では
平成 12年から法務総合研究所により実施され、4年ごとに「安全・安心な社会づくりのための基礎調
査」として行われている。以下、第 4回調査（平成 24年）結果を概観する。 
第 4回調査は層化二段無作為抽出法により全国の 16歳以上の男女 4,000人を抽出し、郵送調査で実
  
  









ったのは 2,156 人中 1.3％であった。これまでの調査では、平成 12 年（第 1 回調査）2.7％、平成 16
年（第 2回調査）2.5％、平成 20年（第 3回調査）2.0％であった。なお、第 1回～第 2回までは性的
事件について女性だけに聞いていたが、第 3回から国際基準に合わせて男女に聞くようになった。平
















的事件に遭った人が 2.3％という ICVS の数字を使用すると、人口 10 万人当たりの被害者は 2,300 人
に上る。ちなみに、長野県人口異動調査によると、長野県総人口 2,088,162人中、女性人口は 1,070,685
































らかとなっており（Asukai et al., 2010）、非機能的認知や被害者が心理的に感じる「汚れ感」につい
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「性被害の相談拠点、全国に整備へ 未開設 11県も検討開始」2017年 2月 18日更新 
https://this.kiji.is/205610073524028918?c=39546741839462401 
ミネソタ大学人権図書館(訳)「女性に対する暴力の撤廃に関する宣言 48・104」(1993年 12月)国連総会決議 
http://hrlibrary.umn.edu/japanese/Je4devw.htm  
内閣府男女共同参画局  
ナイロビ将来戦略(抜粋)(1985年 7月) http://www.gender.go.jp/research/kenkyu/sankakujokyo/2000/5-6.html 
女性差別撤廃条約全文 http://www.gender.go.jp/international/int_kaigi/int_teppai/joyaku.html  
女性差別撤廃委員会による一般勧告(内閣府仮訳)http://www.gender.go.jp/international/int_kaigi/int_teppai/pdf/kankoku1-25.pdf 
「犯罪被害者等のための総合的支援に関する実証的調査研究」報告書(平成 28年 3月) 
http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/e-vaw/chousa/2015houkoku.html 
第 4回世界女性会議 行動綱領(総理府仮訳) http://www.gender.go.jp/international/int_norm/int_4th_kodo/index.html 
国連婦人の地位委員会合意結論等(総理府仮訳) http://www.gender.go.jp/international/int_kaigi/int_csw/goui40-43.html 
男女共同参画社会基本法 http://www.gender.go.jp/about_danjo/law/kihon/9906kihonhou.html 





性暴力被害者支援情報サイト ぱーぷるラボ(2016年 2月 28日取得) http://purplelab.web.fc2.com/ 
裁判所司法等統計 刑 平成 26年度 http://www.courts.go.jp/app/files/toukei/032/008032.pdf 
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